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四半期報告書の訂正報告書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに頁を付して出力・印

刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書の訂正報告書に添付

された四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書の訂正報告書と同時

に提出した確認書を末尾に綴じ込んでおります。 
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平成25年11月、顧客である医療機関から、医療機関の所有する医療機器の保守点検作業につき当社従業

員が作成した修理点検報告書に関する確認があり、報告書の内容に関して疑義があったため、社内調査チ

ームを設置し調査を実施してまいりました。その結果、当社従業員は、当該医療機関が所有する医療機器

の保守点検作業を行う際、虚偽の報告を行い、その報告に基づき過大な売上計上を６年以上前から繰り返

していた事実が確認できたため、平成25年12月25日、当社従業員による不正行為が判明した旨を開示する

とともに、社外の弁護士・公認会計士を含めた調査委員会を設立し、社内調査チームの調査結果の網羅性

と正確性の検証に加え、追加調査を実施することといたしました。 

同日以降、調査委員会は証憑書類や取引データの精査、関係者へのヒアリングやその他実施可能な方法

により、当該不正行為に関して調査を実施し、平成26年２月12日、当社は調査委員会より調査結果を記載

した調査報告書を受領いたしました。 

平成26年２月12日付の調査委員会による調査報告書における指摘を受け、過去に提出いたしました有価

証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正することと

いたしました。 

調査委員会による調査により、平成18年２月より当社元従業員２名及び当社従業員１名により、顧客で

ある医療機関が所有する医療機器の修理・点検作業等について、虚偽の報告を行い、その報告に基づき架

空及び過大な売上計上及び代金の請求を繰り返していたことが判明いたしました。  

当該取引に関連する「売上高」及び「売掛金」については、実態を伴わず、正規な取引とは認められな

いため取消しを行うと共に、当該取引に関する回収済み代金については、正当な請求代金とは認められな

いため、当該医療機関への返還債務として、「未払金」として計上いたしました。関連する「売上原価」

については、通常の正規な売上高に対応するものとは認められないため、「不正関連損失」に振替えまし

た。また、その他必要と認められる修正を行いました。 

これらの決算訂正により、当社が平成25年１月11日付で提出いたしました第65期第２四半期（自 平成

24年９月１日 至 平成24年11月30日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。 

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて

修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。 

  

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１．訂正の経緯

２．会計処理
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訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

３ 【訂正箇所】
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(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年６月１日

至  平成23年11月30日

自  平成24年６月１日

至  平成24年11月30日

自  平成23年６月１日

至  平成24年５月31日

売上高 （千円） 20,573,549 22,132,161 44,325,064

経常利益 （千円） 209,103 341,545 474,461

四半期（当期）純利益 （千円） 101,435 186,424 170,827

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 49,348 202,950 112,150

純資産額 （千円） 4,801,362 5,005,864 4,864,164

総資産額 （千円） 14,480,996 15,475,749 16,569,565

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 39.75 73.05 66.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.1 32.3 29.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 42,455 △1,327,868 1,884,855

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △299,846 △1,353,168 △33,651

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △25,055 △60,466 △25,147

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 1,924,615 1,291,615 4,033,118
 

回次
第64期

第２四半期
連結会計期間

第65期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年９月１日

至  平成23年11月30日

自  平成24年９月１日

至  平成24年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 46.18 47.44
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当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

２ 【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間における当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興需要の継続的な発現はあったものの、厳しい

雇用・所得環境下での個人消費の停滞に加え、欧州や中国など海外景気の減速感が強まり、景気の調整

色を強めつつ不安定な状況で推移しました。 

医療業界におきましては、政府が決定した医療再生戦略関連の施策として、医療イノベーションや認

知症対策、在宅医療の推進等に、来年度予算概算要求の重点枠が設定される等、医療分野の今後の方向

性が徐々に明確化してまいりました。一方、平成24年４月に実施された診療報酬改定におきましては、

総額は微増となったものの医療材料の償還価格は引下げとなり、当社グループが属する医療機器販売業

界では、業者間の販売競争が一層激しくなっております。 

このような状況の下、当社グループでは、取引先医療機関とのリレーション強化によるより高度な総

合医療支援サービス提供を実現すべく、本年度本部組織を再編し、営業支援体制を強化いたしました。

これにより医療機関からの要請の強い購買・物流面の効率化への支援機能を高め、付加価値の高い商品

企画や流通サービスの提供によって、取引先のコスト削減や業務改善へつながる企画提案活動を積極的

に推進しております。これらの活動の成果であるＳＰＤ（病院内物品管理受託業務）契約施設の増加に

対応するため、ＳＰＤセンター（佐賀県鳥栖市）を拡張し、センター稼働率の向上による物流の効率化

と、商品販売や手数料収入の拡大をはかっております。また、医療ＩＣＴ（情報通信技術）分野では、

従来の電子カルテ・オーダリングをはじめとする病院内情報化の支援に加え、地域医療ネットワークや

在宅医療支援、認知症対策などにおいて新たなビジネスモデルの構築によるマーケットの開拓に取組ん

でおります。 

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は221億32百万円（前年同四半期比7.6％増）と

なり、利益面につきましては、売上増加に伴う売上総利益の増加により営業利益は２億97百万円（前年

同四半期比67.3％増）、経常利益は３億41百万円（前年同四半期比63.3％増）、四半期純利益は１億86

百万円（前年同四半期比83.8％増）となりました。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

①医療機器販売業 

医療機器販売業のうち一般機器分野では、医療機器備品や理化学備品等においてほぼ前年度並みの売

上を維持し37億94百万円（前年同四半期比0.1％減）となりました。一般消耗品分野では、ＳＰＤ契約

施設の増加等に伴う医療機器消耗品の売上や、ＳＰＤ管理料の増加により111億79百万円（前年同四半

期比8.3％増）となりました。低侵襲治療分野では、取扱症例数の増加によるＩＶＥ（内視鏡処置用医

療材料）やＩＶＲ（血管内治療用医療材料）等の低侵襲治療用医療材料や、内視鏡システム等の売上増

加により50億81百万円（前年同四半期比10.6％増）となりました。メディカルサービス分野では、ＣＴ

（コンピューター断層撮影装置）やＭＲＩ（磁気共鳴画像装置）等の画像診断機器の売上増加等により

14億41百万円（前年同四半期比25.8％増）となりました。医療情報分野では、画像ファイリングシステ

ム等の売上減少により５億19百万円（前年同四半期比12.2％減）となりました。 

この結果、医療機器販売業の売上高は220億16百万円（前年同四半期比7.6％増）、セグメント利益は

５億91百万円（前年同四半期比17.2％増）となりました。 

②医療モール事業 

医療モール事業におきましては、主として賃料収入により売上高は20百万円（前年同四半期比18.8％

増）、セグメント損失は15百万円（前年同四半期は24百万円のセグメント損失）となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間末における総資産は154億75百万円となり、前連結会計年度末に比べて10

億93百万円減少いたしました。流動資産は、主に現金及び預金の減少等により122億40百万円となりま

した。 

負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べて12億35百万円減少し、104

億69百万円となりました。また、純資産は前連結会計年度末に比べて１億41百万円増加し、50億５百万

円となり、自己資本比率は32.3％となりました。 

  

(2) 財政状態の分析
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当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動

により13億27百万円減少し、投資活動により13億53百万円減少し、財務活動により60百万円減少いたし

ました。 

この結果、資金残高は前連結会計年度末から27億41百万円減少し、当第２四半期連結累計期間末残高

は12億91百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間末において、営業活動により減少した資金は、13億27百万円（前年同四半

期は42百万円の増加）となりました。 

主な要因といたしましては、賞与引当金の減少額２億44百万円、売上債権の増加額３億29百万円、仕

入債務の減少額７億97百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間末において、投資活動により減少した資金は、13億53百万円（前年同四半

期比10億53百万円の減少）となりました。 

主な要因といたしましては、定期預金の預入による支出５億円、有価証券の取得による支出８億円に

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間末において、財務活動により減少した資金は、60百万円（前年同四半期比

35百万円の減少）となりました。 

主な要因といたしましては、株主配当金60百万円の支払によるものであります。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

該当事項はありません。 

(3) キャッシュ・フローの状況

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成24年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年１月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 2,553,000 2,553,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 2,553,000 2,553,000 － －
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月１日～

平成24年11月30日
― 2,553,000 ― 494,025 ― 627,605
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平成24年11月30日現在 

  

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山下 尚登 長崎県佐世保市 448,400 17.56

山下 耕一 福岡県福岡市中央区 274,900 10.77

株式会社ミック
長崎県佐世保市元町４番19号
ビバシティ元町1002号

222,952 8.73

山下医科器械社員持株会 長崎県佐世保市湊町３番13号 82,932 3.25

山下 弘高 福岡県福岡市中央区 80,000 3.13

オリンパスメディカルシステムズ株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番１号 60,000 2.35

株式会社親和銀行 長崎県佐世保市島瀬町10番12号 48,000 1.88

株式会社ウイン・インターナショナル
東京都台東区台東４丁目24番８号
新御徒町ビル

46,500 1.82

山下 浩 東京都葛飾区 43,000 1.69

株式会社大黒 和歌山県和歌山市手平３丁目８番43号 42,400 1.66

計 ― 1,349,084 52.84
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平成24年11月30日現在 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式90株が含まれております。 

  

平成24年11月30日現在 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,551,500 25,515 －

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数 2,553,000 － －

総株主の議決権 － 25,515 －
 

②  【自己株式等】

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
山下医科器械
株式会社

長崎県佐世保市湊町３番13号 800 － 800 0.03

計 － 800 － 800 0.03
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年９月

１日から平成24年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年６月１日から平成24年11月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してお

りますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受

けております。 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２. 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,233,118 1,791,615

受取手形及び売掛金 7,313,187 7,642,785

有価証券 800,000 800,000

商品 1,586,190 1,704,181

その他 ※ 399,781 ※ 313,279

貸倒引当金 △9,910 △11,522

流動資産合計 13,322,366 12,240,338

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,193,508 2,202,621

減価償却累計額 △1,088,001 △1,127,781

建物及び構築物（純額） 1,105,506 1,074,840

土地 1,446,085 1,446,085

建設仮勘定 21,688 14,381

その他 530,724 567,815

減価償却累計額 △453,730 △469,064

その他（純額） 76,994 98,750

有形固定資産合計 2,650,275 2,634,058

無形固定資産 92,716 73,833

投資その他の資産

投資有価証券 145,835 177,199

その他 358,371 350,320

投資その他の資産合計 504,206 527,519

固定資産合計 3,247,198 3,235,411

資産合計 16,569,565 15,475,749

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,102,394 9,304,596

未払法人税等 237,482 55,797

賞与引当金 412,320 168,301

その他 ※ 710,320 ※ 675,372

流動負債合計 11,462,517 10,204,067

固定負債

退職給付引当金 7,586 27,754

その他 235,296 238,063

固定負債合計 242,882 265,817

負債合計 11,705,400 10,469,885
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 494,025 494,025

資本剰余金 627,605 627,605

利益剰余金 3,680,404 3,805,578

自己株式 △971 △971

株主資本合計 4,801,063 4,926,237

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 61,413 77,906

その他の包括利益累計額合計 61,413 77,906

少数株主持分 1,687 1,720

純資産合計 4,864,164 5,005,864

負債純資産合計 16,569,565 15,475,749
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成23年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

売上高 20,573,549 22,132,161

売上原価 18,050,241 19,495,918

売上総利益 2,523,308 2,636,242

販売費及び一般管理費 ※ 2,345,426 ※ 2,338,720

営業利益 177,882 297,521

営業外収益

受取利息 1,023 1,745

受取配当金 1,286 797

仕入割引 26,271 27,367

受取手数料 5,130 7,689

その他 11,408 20,142

営業外収益合計 45,120 57,743

営業外費用

支払利息 1,049 1,168

不正関連損失 10,916 9,159

その他 1,933 3,391

営業外費用合計 13,899 13,720

経常利益 209,103 341,545

特別利益

投資有価証券売却益 3,375 －

特別利益合計 3,375 －

特別損失

固定資産除却損 18 51

事務所移転費用 475 －

特別損失合計 493 51

税金等調整前四半期純利益 211,985 341,493

法人税、住民税及び事業税 52,511 47,857

法人税等調整額 57,747 107,178

法人税等合計 110,259 155,035

少数株主損益調整前四半期純利益 101,726 186,457

少数株主利益 290 32

四半期純利益 101,435 186,424
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成23年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 101,726 186,457

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △52,378 16,492

その他の包括利益合計 △52,378 16,492

四半期包括利益 49,348 202,950

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 49,057 202,917

少数株主に係る四半期包括利益 290 32
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成23年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 211,985 341,493

減価償却費 84,717 78,431

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,202 1,611

賞与引当金の増減額（△は減少） △105,583 △244,019

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,358 20,168

受取利息及び受取配当金 △2,309 △2,543

支払利息 1,049 1,168

投資有価証券売却損益（△は益） △3,375 －

固定資産除却損 18 51

売上債権の増減額（△は増加） 642,969 △329,598

たな卸資産の増減額（△は増加） 80,985 △115,636

仕入債務の増減額（△は減少） △906,276 △797,798

その他 20,517 △55,017

小計 50,852 △1,101,687

利息及び配当金の受取額 2,309 2,543

利息の支払額 △1,082 △1,076

法人税等の支払額 △22,927 △248,928

法人税等の還付額 13,302 21,280

営業活動によるキャッシュ・フロー 42,455 △1,327,868

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △300,000 △800,000

定期預金の預入による支出 － △500,000

有形固定資産の取得による支出 △6,908 △47,023

有形固定資産の売却による収入 3,313 －

無形固定資産の取得による支出 △1,900 △300

投資有価証券の取得による支出 △1,097 △5,844

投資有価証券の売却による収入 6,746 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △299,846 △1,353,168

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △25,055 △60,466

財務活動によるキャッシュ・フロー △25,055 △60,466

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △282,446 △2,741,503

現金及び現金同等物の期首残高 2,207,061 4,033,118

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,924,615 ※ 1,291,615
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

当社において、不正行為の疑いが生じたことから、社内調査チームを設置して調査を実施するとと

もに社外の専門家を含めた調査委員会を設置し調査を進めてまいりました。 

その結果、過去に行われた取引の一部に関して不正行為及び不適切な会計処理が行われておりまし

た。 

  

「四半期報告書の訂正報告書の提出理由」に記載のとおり、当社の不適切な会計処理について、当

社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき過去に提出いたしました四半期報告書に記

載されている四半期連結財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、四半期報告書の訂正報告書

を提出することを決定しました。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日  至  平成24年11月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より平成24年６月１日以後に取得し
た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
 なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影
響は軽微であります。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

(不正取引及び不適切な会計処理について)

(訂正報告書の提出について)
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※  不正行為に関連して発生した未払金が以下のとおり含まれております。 

  

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

  

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次

のとおりであります。 

  

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

流動資産

  その他

  未収入金 4,468千円 4,794千円

流動負債

 その他

  未払金 225,058千円 255,598千円
 

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成23年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
 至  平成24年11月30日)

給料手当 1,182,827千円 1,205,050千円

賞与引当金繰入額 166,383千円 168,301千円
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成23年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
 至  平成24年11月30日)

現金及び預金 1,624,615千円 1,791,615千円

有価証券 300,000千円 －千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円 △500,000千円

現金及び現金同等物 1,924,615千円 1,291,615千円
 

─ 19 ─



  

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成23年11月30日） 

１. 配当金支払額 

  

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結累計期間（自  平成24年６月１日  至  平成24年11月30日） 

１. 配当金支払額 

  

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月26日 
定時株主総会

普通株式 25,521 10 平成23年５月31日 平成23年８月29日 利益剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年８月28日 
定時株主総会

普通株式 61,250 24 平成24年５月31日 平成24年８月29日 利益剰余金
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（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、自社グループ開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製

造・販売しております。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△306,754千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△312,207

千円、棚卸資産の調整額5,452千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、主として自社グループ開発製品である整形外科用インプラントを製造・販売しておりま

す。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△279,495千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△278,267

千円、棚卸資産の調整額△1,227千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会

社（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成23年11月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 20,354,924 17,496 20,372,421 201,128 － 20,573,549

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

97,641 － 97,641 90,386 △188,027 －

計 20,452,565 17,496 20,470,062 291,514 △188,027 20,573,549

セグメント利益又は
損失（△）

504,515 △24,604 479,910 4,725 △306,754 177,882
 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自  平成24年６月１日  至  平成24年11月30日）

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 21,945,487 20,790 21,966,278 165,883 － 22,132,161

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

71,385 － 71,385 1,091 △72,477 －

計 22,016,873 20,790 22,037,664 166,974 △72,477 22,132,161

セグメント利益又は
損失（△）

591,131 △15,783 575,347 1,669 △279,495 297,521
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成23年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
 至  平成24年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 39.75円 73.05円

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 101,435 186,424

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 101,435 186,424

普通株式の期中平均株式数(株) 2,552,110 2,552,110
 

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月14日

山下医科器械株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山
下医科器械株式会社の平成24年６月１日から平成25年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期
間(平成24年９月１日から平成24年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年６月１日から平成
24年11月30日まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビ
ューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山下医科器械株式会社及び連結子会社の平
成24年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
強調事項 
 追加情報に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、当監査法人は、
訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成25年１月11日に四半期レビュー報告書を提出した。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  黒 木  賢 一 郎  印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    平 郡   真       印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    植 木   豊       印
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 平成26年２月14日

【会社名】 山下医科器械株式会社

【英訳名】 YAMASHITA MEDICAL INSTRUMENTS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山 下 尚 登

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 長崎県佐世保市湊町３番13号

【縦覧に供する場所】 山下医科器械株式会社福岡本社

（福岡県福岡市中央区渡辺通３丁目６番15号）

山下医科器械株式会社佐世保本社

（長崎県佐世保市湊町３番13号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



当社代表取締役社長山下尚登は、当社の第65期第２四半期(自 平成24年９月１日 至 平成24年11月

30日)の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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